
2020/1/17

事業者番号(ID)下3桁
255 総合判定

計画開始年度 実施年度
2016 2018

注：不備内容に疑義ある場合は窓口に連絡してください。
地球温暖化対策実施状況報告書(総括票) (TEL：045-671-4224)

その7-再生可能エネ
13　その他の地球温暖化を
防止する対策の実施状況

○

○
シート名 項目 結果 不備内容

○

その3-事業者目標
（1，2号）

６の１　温室効果ガスの排出
の抑制に係る目標等の状況
（第１号及び第２号該当事業

者）

○

その1-基本

１　地球温暖化対策事業者
等の概要

○

２　計画期間及び実施年度

事業者名称
ＪＸＴＧエネルギー株式会社

○

９の２　重点対策の実施状況
（第３号該当事業者）

○

その3-事業者目標 (3
号)

６の２　温室効果ガスの排出
の抑制に係る目標等の状況

（第３号該当事業者）
-

その4-排出状況等

７　事業所等における温室効
果ガスの排出状況

○

８　自動車における温室効果
ガスの排出状況

-

その5-重点対策

９の１　重点対策の実施状況
（第１号及び第２号該当事業

者）



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

（報告先）

住所

氏名

（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）

１　地球温暖化対策事業者等の概要

1,411,127 kｌ 台

２　計画期間及び実施年度

2016 2018 年度 2018 年度

３　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

（Ａ４）

　　　2019 年　　　7月　　　26日

[基本方針]
中期環境経営計画（2016-2018）を新たに策定し、その重点テーマの１つに地球温暖化防止対策の推進を掲げ、全社
的な省エネルギーならびに温室効果ガス削減目標として、全ての拠点においてエネルギー消費原単位を３年間で
３％削減することを掲げている。また、この目標を達成するために、ＥＮＥＯＳ地球温暖化対策要領を制定し、４
項に記載の体制を規定し、温室効果ガス削減目標の確実な達成を目指している。

[主要なエネルギー使用設備の更新等の検討]
①更新の対象となる主要なエネルギー使用設備
根岸製油所主要装置の熱交換器の高効率化や大型加熱炉コンベクション部の清掃強化による省エネ（平成30年度ま
で随時）、スチームトラップ管理強化によるスチームロス削減（平成30年度まで随時）等を実施する。

②上記①の設備を選択した理由

③設備更新スケジュール
上述の通り

計 画 期 間 実 施 年 度

規則第89条第1項第2号該当事業者

主 た る 事 業 の 業 種

大分類 Ｅ 製造業

中分類

年度 ～ 

１７ 石油製品・石炭製品製造業

自 動 車 の 台 数

地球温暖化対策事業者以外の事業者（任意提出事業者）

該 当 す る
事 業 者 の 要 件

条例施行規則（以下「規則」という。）第89条第1項第1号該当事業者

規則第89条第1項第3号該当事業者

原油換算エネルギー使用量

地球温暖化対策実施状況報告書

事業者の氏名又は名称
( 代 表 者 の 氏 名 ）

ＪＸＴＧエネルギー株式会社　　代表取締役社長　大田　勝幸

事 業 者 の 主 た る
事 業 所 の 所 在 地

東京都千代田区大手町一丁目１番２号

横浜市長

　横浜市生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）第144条第2項の規定により、次のとお
り報告します。

東京都千代田区大手町一丁目１番２号

ＪＸＴＧエネルギー株式会社
代表取締役社長　　大田　勝幸



細則第38号様式（第２条第49号）
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４　推進体制

５　公表の方法等

ホ ー ム ペ ー ジ アドレス https://www.noe.jxtg-group.co.jp/company/csr/environment/#anc03

閲覧場所

窓 口 で 閲 覧

（Ａ４）

所在地

そ の 他

閲覧可能時間

冊 子
入手方法

冊子名
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６の１　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第１号及び第２号該当事業者）

2,817,407 t-CO2 t-CO2/

2,816,558 t-CO2 t-CO2/

2,578,947 t-CO2 削減率 8.5 ％ t-CO2/

2,577,727 t-CO2 削減率 8.5 ％ 削減率 ▲ 9.1 ％

2,732,829 t-CO2 削減率 3.0 ％ t-CO2/

2,730,081 t-CO2 削減率 3.1 ％ 削減率 1.5 ％

2,511,836 t-CO2 削減率 10.8 ％ t-CO2/

2,508,450 t-CO2 削減率 10.9 ％ 削減率 ▲ 1.5 ％

排 出 量

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

市域内の主要拠点（温室効果ガス排出量が全体の約９７％）である根岸製油所において、主要
装置の運転効率化、熱交換器の高効率化による省エネ、スチームトラップの管理強化によるス
チームロス削減等の省エネ対策を着実に実施したものの、定期修理や計画外装置停止等により
温室効果ガス排出量は基準年比減少したものの、原単位は悪化した。
根岸製油所以外の拠点については、温室効果ガス排出量・原単位ともに低下している。

第 二 年 度

市域内の主要拠点（温室効果ガス排出量が全体の約９７％）である根岸製油所において、主要
装置の運転効率化、熱交換器の高効率化による省エネ、スチームトラップの管理強化によるス
チームロス削減等の省エネ対策を着実に実施したこと等により温室効果ガス排出量は基準年比
減少したことにより原単位が低下。
根岸製油所以外の拠点についても、そのほとんどが温室効果ガス排出量・原単位ともに低下し
ている。

調 整 後

（2018年度）

根岸製油所主要装置の熱交換器の高効率化や大型加熱炉コンベクション部の清掃強化による省
エネ（平成30年度まで随時）、スチームトラップ管理強化によるスチームロス削減（平成30年
度まで随時）等を確実に実施したことにより、排出量は10.8%削減となり目標を達成した。

調 整 後

目標等の達成状況
及び説明

（2017年度）

第 三 年 度

排 出 量

目標等の達成状況
及び説明

（2016年度）

市域内の主要拠点（温室効果ガス排出量が全体の約９７％）である根岸製油所において、主要
装置の運転効率化、熱交換器の高効率化や大型加熱炉コンベクション部の清掃強化による省エ
ネ、スチームトラップの管理強化によるスチームロス削減等の省エネ対策を着実に実施したこ
と等により温室効果ガス排出量は大幅に減少したが、一方で稼動低下により原単位は悪化し
た。
根岸製油所以外の拠点については、そのほとんどが温室効果ガス排出量・原単位ともに低下し
ている。

排出原単位

目標等の達成状況
及び説明

排 出 量

調 整 後

第 一 年 度

基 準 年 度
（2015年度）

中期環境経営計画（2016-2018）を新たに策定し、その重点テーマの１つに地球温暖化防止対策
の推進を掲げ、全社的な省エネルギーならびに温室効果ガス削減目標として、全ての拠点にお
いてエネルギー消費原単位を３年間で３％削減することを掲げている。
  具体的な省エネ対策としては、根岸製油所主要装置の運転効率化、、熱交換器の高効率化や
大型加熱炉コンベクション部の清掃強化による省エネ（平成30年度まで随時）、スチームト
ラップ管理強化によるスチームロス削減（平成30年度まで随時）等を実施する。

事業者全体として
の目標等

基準原単位

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

調 整 後

基準排出量

目 標 年 度
（2018年度）

目標排出量 2,732,885 削減率 3.0t-CO2 削減率 3.0
目標原単位

％ ％
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６の２　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第３号該当事業者）

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

調 整 後
（  年度）

目標等の達成状況
及び説明

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

調 整 後

排 出 量

排 出 量

第 三 年 度

調 整 後

排出原単位
排 出 量

％
目標原単位

t-CO2

目標等の達成状況
及び説明

（  年度）

削減率

基 準 年 度
（  年度）

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

（  年度）

基準原単位基準排出量

目標排出量 削減率 ％

第 二 年 度

（  年度）
第 一 年 度

目 標 年 度

事業者全体として
の目標等

目標等の達成状況
及び説明

調 整 後
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７　事業所等における温室効果ガスの排出状況

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

3 2,817,004 3 2,578,573 3 2,732,464 3 2,511,407

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4 403 3 374 3 365 3 429

7 2,817,407 6 2,578,947 6 2,732,829 6 2,511,836

８　自動車における温室効果ガスの排出状況

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

％ ％ ％ ％

（Ａ４）

低公害かつ低燃費な車の
導入割合(%)

第三年度
事業所等の規模

（原油換算エネルギー使用量）

3,000kｌ以上

1,500kｌ以上 3,000kｌ未満

自動車の区分

基準年度 第一年度 第二年度

合計

乗用自動車

合計

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス

第二年度 第三年度

500kｌ以上 1,500kｌ未満

500kｌ未満

基準年度 第一年度
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９の１　重点対策の実施状況（第１号及び第２号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

1
事業者全体
(市内分)

６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度 6／6 ― 　　年度

2
事業者全体
(市内分)

６／６ ― 年度 ６／６ ― 年度 6／6 ― 　　年度

3
事業者全体
(市内分)

２／６ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／６ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／6 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

4
事業者全体
(市内分)

２／６ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／６ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／6 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

5
個別票対象
事業所

０／３ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ０／３ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 0／3 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

6
個別票対象
事業所

２／３ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／３ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／3 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

7
個別票対象
事業所

２／３ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／３ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／3 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

8
個別票対象
事業所

２／３ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／３ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／3 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

9
個別票対象
事業所

２／３ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／３ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／3 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

10
個別票対象
事業所

２／３ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／３ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／3 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

11 事業所 ２／６ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／６ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／6 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

12 事業所 ／ ― 年度 地下駐車場なし ／ ― 年度 地下駐車場なし ／ ― 　　年度 地下駐車場なし

13 事業所 ２／６ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／６ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／6 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

14 事業所 ２／６ ― 2018年度
実施状況を示す資料等の準
備、検討中 ２／６ ― 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中 2／6 ― 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

15 設備
(設備の種類)
蒸気ﾎﾞｲﾗｰ ７／９ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
蒸気ﾎﾞｲﾗｰ ７／９ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
蒸気ボイラー 7／9 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

16 設備
(設備の種類)

／ 年度 該当する冷凍機なし

(設備の種類)

／ 年度 該当する冷凍機なし

(設備の種類)

／ 　　年度 該当する冷凍機なし

17 設備
(設備の種類)
加熱炉 ６１／６７ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
加熱炉 ６１／６７ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
加熱炉 61／67 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

18 設備
(設備の種類)
加熱炉 ６１／６７ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
加熱炉 ６１／６７ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
加熱炉 61／67 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

19 設備
(設備の種類)
ﾍｯﾀﾞｰ等 ７／９ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
ﾎﾞｲﾗｰ･ﾍｯﾀﾞｰ ７／９ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
ﾎﾞｲﾗｰ･ﾍｯﾀﾞｰ 7／9 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

20 設備
(設備の種類)
加熱炉 ６１／６７ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
加熱炉 ６１／６７ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
加熱炉 61／67 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

21 設備
(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ ６／８ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ ６／８ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 6／8 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

22 設備
(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ ６／８ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ ６／８ 2018年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 6／8 2021年度

実施状況を示す資料等の準
備、検討中

９の２　重点対策の実施状況（第３号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

23
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 　　年度

24
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 　　年度

25
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 　　年度

26
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 　　年度

27
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 　　年度

（Ａ３）

対策状況

実施済

実施済

実施中

実施中

実施中

非該当

実施中

実施中

実施中

非該当

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

第三年度

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

非該当

実施中

実施中

実施中

実施中

非該当

実施中

実施中

実施中

対策状況

実施中

実施中

対策状況

実施中

第二年度

実施済

実施済

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

推進体制の整備 実施済 実施済

主要なエネルギー使用設備の
更新等の検討

実施済

実施中

実施中

実施中

実施中

機器管理台帳の整備 実施中

照明設備の運用管理 実施中

エネルギー使用量の把握

重点対策
実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

実施中

各種図面の整備 実施中

外気導入量の適正管理

第
１
号
及
び
第
２
号
該
当
事
業
者

蒸気配管のバルブ等の保温 実施中

機器性能管理

排出ガス温度の管理

実施中

フィルター等の清掃 実施中

実施中

地下駐車場の換気管理 非該当

ポンプ、ファン及びブロワー
の適正な流量管理

実施中

非該当

実施中

実施中

実施中

変圧器の需要率管理、効率管
理

実施中

室内温度の適正管理

実施中

実施中

実施中

非該当

実施中

実施中

照明設備の高効率化 実施中

事務所機器の待機電力管理 実施中

実施中

実施中

冷凍機の冷水出口温度管理 非該当

燃焼設備の空気比管理 実施中

第
３
号
該
当
事
業
者

推進体制の整備

第一年度

第三年度第二年度

実施済

対策状況対策状況

対策状況

実施中

実施中

自動車の適正な維持管理

エネルギー使用量等に関する
データの管理

自動車の適正な使用管理

重点対策

実施中

実施中

第一年度

エコドライブ推進体制の整備

工業炉表面の断熱強化 実施中

コンプレッサの吐出圧の適正
化

実施中

コンプレッサの吸気管理 実施中

実施状況の
判断を行う

単位
基準年度



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票） 

10　目標対策及び事業者の発意による対策の実施状況

％

CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2）  （t-CO2）

千円

千円

　　　（注意事項）・対策の効果が重複して計上されない様にご注意ください。
　　　　　　　　　・燃料・熱・電気等の使用量は、一年間での値に換算して記入してください。
　　　　　　 　　 ・記載欄が不足する場合は、横浜市へご連絡ください。

削減量合計
事業者総排出量

事業者総排出量
（t-CO2）

CO2排出量合計①
（t-CO2）

CO2排出量合計②
（t-CO2）

削減量合計
（t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量 投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

燃料・熱・電気等の使用量

千円

千円

千円

実施前 実施後

連
番

燃料・熱・電気等の使用量

（Ａ３）



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

11　再生可能エネルギー利用設備等の導入状況

番号

1

2

3

4

5

12　クレジット等に関する取組状況

番号 年度

1 2018年度

2 　 年度

3 　 年度

4 　 年度

5 　 年度

13　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

14　実施状況等に対する自己評価

設備機器の種類 導入年度 性能等 備考

年度

年度

年度

年度

年度

種  類 オフセット対象範囲 特定温室効果ガス換算量 備考

電気の使用 横浜市内事業所 3,386
東京電力エナジーパート
ナー(株)

基準年度までの対策

・廃棄物の削減
・環境にやさしい商品・サービスの提供と開発
・エコドライブ・ノーマイカーデーの推進

計 画 期 間 内 に
実 施 す る 対 策

・廃棄物の削減
・環境にやさしい商品・サービスの提供と開発
・エコドライブ・ノーマイカーデーの推進の継続

第 一 年 度 実 績

各項目に対し実施を確認

（Ａ４）

第 二 年 度 実 績

各項目に対し実施を確認

第 三 年 度 実 績

各項目に対し実施を確認

・廃棄物の削減については最終処分率0.5%未満を目標として活動をしてきたが、主要拠点である根岸製油所では0.02%
を達成。環境にやさしい商品・サービスの提供と開発については環境配慮型商品管理要領に基づき商品の見直し等を
実施するとともにCO2削減効果の目標を設定する等、引き続き積極的に推進してきた。
・カジュアル365運動により、年間を通してクールビズ・ウォームビズにより省エネ効果を図った。
・風力発電ハマウィングのスキームへの協賛を行っている。



細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

１　事業所等の概要

㎡ kｌ

２　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

３　推進体制

使 用 形 態 全て使用

地球温暖化対策実施状況報告書

事 業 所 等 の 名 称 根岸製油所

事 業 所 等 の 所 在 地 横浜市磯子区鳳町1番１号

根岸製油所は横浜港に面し、磯子区から中区にかけて広がる敷地を有する日本最大の製
油所である。
各種燃料油や潤滑油を製造するほか、一般事業者が電力会社（東京電力）に電力を供給
するIPP事業も行われている。
原油処理能力27万バーレル/日。根岸地区、本牧1地区、本牧2地区の3つに分かれてい
る。

中期環境経営計画（2016-2018）を新たに策定し、その重点テーマの１つに地球温暖化防止対策の推進を掲げ、全社
的な省エネルギーならびに温室効果ガス削減目標として、全ての拠点においてエネルギー消費原単位を３年間で
３％削減することを掲げている。
  具体的な省エネ対策としては、根岸製油所主要装置の運転効率化、、熱交換器の高効率化や大型加熱炉コンベク
ション部の清掃強化による省エネ（平成30年度まで随時）、スチームトラップ管理強化によるスチームロス削減
（平成30年度まで随時）等を実施する。

（Ａ４）

事業所等の建物管理、エネ
ルギー管理に関する状況等

延 床 面 積 110,569
原油換算エネ
ルギー使用量

1,400,560

事 業 所 等 の 区 分 工場 所 有 形 態 所有（オーナー）

エネルギー管理権原 全て有り



細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

４　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況

t-CO2/ 千KL

3.0 ％

削減率 8.0 ％ t-CO2/ 千KL

▲ 9.4 ％

削減率 2.4 ％ t-CO2/ 千KL

1.4 ％

削減率 10.3 ％ t-CO2/ 千KL

▲ 1.6 ％

t-CO2/ 千KL
（2015年度）

目 標 年 度
目標排出量 2,693,805 t-CO2 削減率 3.0

基 準 年 度
基準排出量 2,777,119 t-CO2

％ 目標原単位
22.15

（2016年度）
削減率

基準原単位 22.84

（2018年度）
削減率

排 出 量 2,553,986 t-CO2 排出原単位
24.99

排出の抑制に係
る目標の設定の
考え方

上記の中期環境経営計画において、経団連の自主行動計画で石油連盟が採用している常
圧蒸留装置換算通油量（千KL）を分母にした原単位を指標にして、年率１％の削減を目
標としている。

事業者全体とし
ての目標等

排出原単位
22.52

（2017年度）
削減率

第 一 年 度

目標等の達成状
況及び説明

主要装置の運転効率化、熱交換器の高効率化による省エネ、スチームトラップの管理強
化によるスチームロス削減等の省エネ対策を着実に実施したこと等により温室効果ガス
排出量は基準年比減少し、原単位も低下した。

第 三 年 度
排 出 量 2,490,912 t-CO2 排出原単位

23.20

目標等の達成状
況及び説明

主要装置の運転効率化、熱交換器の高効率化や大型加熱炉コンベクション部の清掃強化
による省エネ、スチームトラップの管理強化によるスチームロス削減等の省エネ対策を
着実に実施したこと等により温室効果ガス排出量は大幅に減少したが、一方で稼動低下
により原単位は悪化した。
根岸製油所以外の拠点については、そのほとんどが温室効果ガス排出量・原単位ともに
低下している。

第 二 年 度
排 出 量 2,710,631 t-CO2

（Ａ４）

（2018年度）
削減率

目標等の達成状
況及び説明

主要装置の運転効率化、熱交換器の高効率化による省エネ、スチームトラップの管理強
化によるスチームロス削減等の省エネ対策を着実に実施したものの、定期修理や計画外
装置停止等により温室効果ガス排出量は基準年比減少したものの、原単位は悪化した。

計画期間全体の
排出状況に関す
る説明

根岸製油所主要装置の熱交換器の高効率化や大型加熱炉コンベクション部の清掃強化に
よる省エネ（平成30年度まで随時）、スチームトラップ管理強化によるスチームロス削
減（平成30年度まで随時）等を確実に実施したことにより、排出量は10.3%削減となり目
標を達成した。



細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

１　事業所等の概要

㎡ kｌ

２　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

３　推進体制

横浜製造所は各製油所から調達した原料を使用し、潤滑油などの石油製品を生産してい
る。

中期環境経営計画（2016-2018）を新たに策定し、その重点テーマの１つに地球温暖化防止対策の推進を掲げ、全社
的な省エネルギーならびに温室効果ガス削減目標として、全ての拠点においてエネルギー消費原単位を３年間で
３％削減することを掲げている。

（Ａ４）

事業所等の建物管理、エネ
ルギー管理に関する状況等

延 床 面 積 431,198
原油換算エネ
ルギー使用量

5,410

事 業 所 等 の 区 分 工場 所 有 形 態 所有（オーナー）

エネルギー管理権原 全て有り 使 用 形 態 全て使用

地球温暖化対策実施状況報告書

事 業 所 等 の 名 称 横浜製造所

事 業 所 等 の 所 在 地 横浜市神奈川区子安通３丁目３９０番地

エネルギー管理者（省エネ法）

推進責任者

事務局（計画Ｇｒ.）：エネルギー管理実務ＧＭ

（エネルギー管理に関する要領）

技術管理者

エネルギー管理実務担当者各製造現場所管Ｇｒ.

製油所長（省エネルギー統括推進者）

担当副所長



細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

４　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況

t-CO2/ 千KL

3.0 ％

削減率 47.8 ％ t-CO2/ 千KL

27.1 ％

削減率 58.7 ％ t-CO2/ 千KL

17.8 ％

削減率 64.4 ％ t-CO2/ 千KL

25.3 ％

（Ａ４）

（2018年度）
削減率

目標等の達成状
況及び説明

省エネ対策を確実に実施し、排出量、原単位共に良化した。

計画期間全体の
排出状況に関す
る説明

省エネ対策を確実に実施し、排出量、原単位共に良化した。

第 一 年 度

目標等の達成状
況及び説明

省エネ対策は実施し、基準年比では原単位が低下したものの、対前年比で生産量が低下
したため対前年比の原単位は悪化した。

第 三 年 度
排 出 量 10,829 t-CO2 排出原単位

82.66

目標等の達成状
況及び説明

潤滑油工場化が完了し、確実な省エネを実行した。

第 二 年 度
排 出 量 12,567 t-CO2 排出原単位

91.07

（2017年度）
削減率

（2016年度）
削減率

基準原単位 110.73

（2018年度）
削減率

排 出 量 15,892 t-CO2 排出原単位
80.67

排出の抑制に係
る目標の設定の
考え方

中期環境経営計画（2016-2018）を新たに策定し、その重点テーマの１つに地球温暖化防
止対策の推進を掲げ、全社的な省エネルギーならびに温室効果ガス削減目標として、全
ての拠点においてエネルギー消費原単位を３年間で３％削減することを掲げている。

事業者全体とし
ての目標等

t-CO2/ 千KL
（2015年度）

目 標 年 度
目標排出量 29,537 t-CO2 削減率 3.0

基 準 年 度
基準排出量 30,451 t-CO2

％ 目標原単位
107.41



細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

１　事業所等の概要

㎡ kｌ

２　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

３　推進体制

使 用 形 態 全て使用

地球温暖化対策実施状況報告書

事 業 所 等 の 名 称 中央技術研究所

事 業 所 等 の 所 在 地 横浜市中区千鳥町８番地

中央技術研究所は技術戦略、知財戦略を担う技術戦略室と、研究分野ごとの3つの研究
所、およびそれらの基盤技術を支えるソリューションセンター、事業部門である機能材
カンパニーの研究グループで構成されている。研究所の位置づけであるが、省エネ法の
第一種管理指定工場として省エネに取り組んでいる。

環境マネジメントシステム（ISO-14001）を取得し、その環境目標を中期環境経営計画に基づき設定、定期的に見直
しを行うことにより、温室効果ガスの排出削減に取り組んでいる。
現在のところ、エネルギー使用設備に係る具体的な更新計画はないが、計画の策定にあたっては高効率なものを導
入する旨、管理標準に取り決めている。

（Ａ４）

事業所等の建物管理、エネ
ルギー管理に関する状況等

延 床 面 積 31,727
原油換算エネ
ルギー使用量

4,937

事 業 所 等 の 区 分 研究施設 所 有 形 態 所有（オーナー）

エネルギー管理権原 全て有り

推進責任者

エネルギー管理実務ＧＭ

研究サポートＧｒ

各研究Ｇｒ.

研究所長（省エネルギー統括推進者）

（技術管理者）

エネルギー管理士

エネルギー管理実務・担当者



細則第38号様式（第２条第49号）
 （個別票）                                                      　　 

４　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況

t-CO2/ 人

3.0 ％

削減率 7.8 ％ t-CO2/ 人

7.8 ％

削減率 1.8 ％ t-CO2/ 人

7.5 ％

削減率 ▲ 2.5 ％ t-CO2/ 人

3.5 ％

t-CO2/ 人
（2015年度）

目 標 年 度
目標排出量 9,151 t-CO2 削減率 3.0

基 準 年 度
基準排出量 9,434 t-CO2

％ 目標原単位
23.52

（2016年度）
削減率

基準原単位 24.25

（2018年度）
削減率

排 出 量 8,695 t-CO2 排出原単位
22.35

排出の抑制に係
る目標の設定の
考え方

中期環境経営計画（2016-2018）を新たに策定し、その重点テーマの１つに地球温暖化防
止対策の推進を掲げ、全社的な省エネルギーならびに温室効果ガス削減目標として、全
ての拠点においてエネルギー消費原単位を３年間で３％削減することを掲げている。

目標等の達成状
況及び説明

効率的な実験計画の策定と実行、事務所照明のLED化等により、大幅なCO2削減を達成で
きた。

第 二 年 度
排 出 量 9,266 t-CO2 排出原単位

22.44

（2017年度）
削減率

事業者全体とし
ての目標等

第 一 年 度

目標等の達成状
況及び説明

効率的な実験計画の策定と実行、事務所照明のLED化(継続案件）等を実施したものの、
東燃ゼネラルとの統合によりCO2排出量は増加した。

第 三 年 度
排 出 量 9,666 t-CO2 排出原単位

23.40

（Ａ４）

（2018年度）
削減率

目標等の達成状
況及び説明

実験増（実験の加速）により排出量が増加した。

計画期間全体の
排出状況に関す
る説明

東燃ゼネラルとの経営統合により排出量は増加したものの、原単位は良化し、目標を達
成した。


